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令和７年度 事業報告 概要版 

 

Ⅰ はじめに 

 

令和７年度においては、新型コロナウィルス感染症の影響から社会経済が完全に日常を取り戻す一方、

景況感については、緩やかな回復局面にあると言われてはいるものの、中東情勢をはじめとする世界的な

地政学リスクの影響などにより長期化するエネルギー価格の高止まりや物価の上昇、さらには人手不足に

起因する人件費の上昇など、当事業団を取り巻く経営環境は昨年度に引き続き、楽観視できない状況に

あったと考えております。 

また、近隣に目を向ければ、依然として競合施設の増加傾向が見られるなど、さらに一歩進んだ施設の

効率的・効果的な運営など、より一層の経営努力が求められていることを強く実感させられる１年だった

と考えております。 

こうした中で、事業団においては、「令和７年度事業計画」のもと、「回復から前進へ」をテーマに掲

げ、貸館事業をはじめとする、各種の取組を実施してまいりましたが、収益事業については、ほぼ前年度

並みの利用料収入等を確保するとともに、光熱費の高止まり傾向が若干落ち着いたことなどもあり、京都

府から支援をいただく中ではありますが、令和７年度の決算については黒字となったところです。 

事業団の令和７年度の主な取組について概括いたしますと、まず、貸館事業については、テルサホール

の利用が堅調に推移するなど、全体としては前年度の利用料収入を上回りましたが、課題となっていた会

議室の利用促進については、ＳＥＯ対策等に取り組んできたものの、利用が伸びず、引き続き課題を残す

結果となりました。 

また、フィットネス事業については、廉価型施設との競合環境にある中で、パーソナルプログラムの拡

充やスクール事業の拡大など、より顧客のニーズを捉えた取組を進め、収益の増加を図ってまいりました

が、昨年７月のプール天井構造物の落下事案発生に伴う約２か月間の営業停止による影響などもあり、全

体の収入は前年度の実績を下回る結果となっております。 

なお、事業団では、こうした収益事業のほか、男女共同参画社会の実現に向けて、関連施策の推進拠点

となる「京都府男女共同参画センター（らら京都）」の運営を通じて、引き続き、女性が抱える複雑・多

様化する諸課題などに対し、相談事業をはじめ、一人ひとりに寄り添ったきめ細やかな支援を実施してま

いりました。今後とも、京都府をはじめとする関係機関と連携を図りながら、その役割を果たしてまいり

たいと考えております。 

最後になりますが、施設等の老朽化が進み、昨今において、今年２月のエレベータ閉じ込め事案をはじ

め、「京都テルサ」の運営自体に重大な影響を及ぼしかねない状況が散見されており、これについては、

引き続き、令和２年度に策定した「京都府民総合交流プラザ中長期修繕更新計画」に基づく速やかな整備

着手について、京都府と調整を図ってまいりたいと考えております。 

今年、「京都テルサ」は開館３０周年という大きな節目を迎えております。事業団といたしましては、

令和７年度の取組実績等を踏まえ、「京都テルサ」が次の１０年に向けて、京都府民等の活動を幅広く支

える総合交流拠点としてますます飛躍を遂げられるよう、更なる経営の安定化、施設の活性化に向けて、

力を尽くしてまいります。 
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Ⅱ 京都勤労者総合福祉センター（京都テルサ）の管理運営 

 幅広い府民の活動を支える総合的な交流拠点として、施設の機能を最大限に発揮し、その役割を果たし

ていけるよう、利用者本位の視点に立った運営を徹底するとともに、サービスの質の向上と運営の効率化

を両立させながら、「貸館事業」や「フィットネス事業」などの収益事業をはじめ、府民交流等を促すた

めの「自主事業」、施設の老朽化等に伴う緊急整備などに取り組みました。 

 

１ 貸館事業 

貸館事業全体の利用料収入は、前年度実績を上回る結果となりましたが、テルサホールの利用について

は、学会などの大型案件やリピーターの増加などもあり、堅調に推移したものの、会議室については、Ｓ

ＥＯ対策やインスタグラム広告を活用したキャンペーンなどの効果が現れず、引き続き、利用状況は伸び

悩む結果となりました。 

 

【貸館事業の推移】 

事    項 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 前年比％ 

テ
ル
サ
ホ
ー
ル 

利用件数 件 185 19 249 266 272  102.3 

利用人数 人 34,746 8,557 77,571 89,430 86,083 96.3 

利用率 ％ 53.8 5.3 77.1 83.9 85.3 +1.4P 

利用料収入 千円 35,128 4,577 53,414 61,311 64,376 105.0 

  当初予算 千円 49,800 2,000 48,500 62,000 62,500 －  

会 

議 

室 
 

利用件数 件 4,228 6,028 7,196 6,906 6,962 100.8 

利用人数 人 123,637 181,023 215,001 206,341 219,709 106.5 

利用率 ※１ ％ 27.1 39.6 48.8 46.4 46.6 +0.2P 

利用率  ※２ ％ 34.0 50.3 58.2 55.1 55.3 +0.2P 

利用料収入 千円 62,255 94,447 119,545 118,080 116,905 99.0 

  当初予算 千円 98,200 96,000 103,400 125,400 126,000 －  

合 

計 

利用料収入 千円 97,383 99,024 172,959 179,391 181,281 101.1 

  当初予算 千円 148,000 98,000 151,900 187,400 188,500 －  

※１ 午前、午後、夜間をそれぞれ1区分として算出した利用率 

  ※２ 上記のうち夜間区分を除いた利用率 

  



 - 3 - 

２ フィットネス事業 

 

フィットネス事業については、これまでから「コスパ＆タイパＵＰ」をテーマに、利用者の満足度をよ

り高めていくためのパーソナルプログラム等の拡充など、サービスの向上に努めてきた結果、登録会員数

は前年度から若干増えることとなりました。これについては、新規会員の獲得に向けては、廉価型の小規

模多機能施設との競合などを踏まえ、ＷＥＢ広告をはじめ、インスタグラム等のＳＮＳ媒体を通じたプロ

モーションや定期的なキャンペーンなどに取り組み、相応の効果を上げることができたものの、昨年７月

のプール天井構造物の落下事案発生に伴う約２ケ月間の営業停止が退会者数の増加を招いたことから、結

果的にその効果をほぼ相殺することになったものです。 

なお、この営業停止の影響などもあり、全体の収入は前年度の実績を下回る結果となっています。 

 

【フィットネス事業実績の推移】 

事    項 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

 
 
 
 
 
 
 
   

ク
ラ
ブ
会
員 

 
 
 
 
 
 
 

個
人 

年度内 

動向 

入会 人 468 544 511 362 434 

退会 人 371 491 448 370 422 

差引増減 人 97 53 63 △ 8 12 

年度末会員 人 1,818 1,871 1,934 1,926 1,938 

  フルタイム 人 1,050 1,097 1,162 1,202 1,204 

  デイタイム 人 458 461 486 467 474 

  ホリデイ 人 239 220 193 174 165 

  スチューデント 人 -  16 18 16 20 

  スカッシュ 人 71 77 75 67 75 

 

法
人 

年度内 

動向 

入会 口 1 0 0 0 0 

退会 口 3 0 1 0 0 

差引増減 口 △2 0 0 0 0 

年度末会員 口 11 11 10 10 10 

 
 
 
 
 
    

施
設
利
用 

 
 
 
 
 
    

利
用
者
数 

フルタイム 人 115,550 126,743 145,311 149,473 148,343 

デイタイム 人 38,112 39,822 46,158 45,246 43,793 

ホリデイ 人 10,889 13,308 13,227 12,989 12,235 

スチューデント 人 -  397 1,424 1,078 1,044 

小計 人 164,551 180,270 206,120 208,786 205,415 

スカッシュスクール 人 4,760 5,194 5,125 4,756 4,222 

法人会員 人 3,767 3,144 4,280 3,815 3,862 

ビジター 人 285 598 1,045 1,276 1,059 

スカッシュ 人 3,881 4,224 4,153 4,221 4,399 

合計 人 177,244 193,430 220,723 222,854 218,957 

一日平均利用者 人 621 632 719 731 711 

収
入 

施
設
利
用
料
収
入 

入会金 千円 621 813 718 764 546 

会費 千円 118,330 135,810 177,593 189,682 176,423 

利用料他 千円 44,565 52,298 48,141 46,358 41,490 

小計 千円 163,516 188,921 226,452 236,805 218,459 

その他の収入 千円 7,600 5,511 4,901 4,870 11,782 

合計 千円 171,116 194,432 231,353 241,675 230,241 
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３ 事務所等賃貸事業 

 

入居団体等が安心して活動に専念できるよう、計画的な設備点検や適切な施設の維持管理を実施す

るとともに、駐車場や飲食の提供など、来訪者に対しても快適な環境を提供してきました。事業収入

については、ほぼ前年度並みとなっています。 

 

  【事務所等賃貸事業収入の推移】                   （単位：千円） 

事 項 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

事務所賃貸料 8,387 14,953 19,966 20,734 21,033 

共  益  費 113,147 115,268 116,402 118,452 117,013 

自動販売機営業料 3,109 2,636 3,237 3,192 3,056 

そ の 他 30 9 36 24 30 

合   計 124,674 132,866 139,641 142,402 141,132 

  当初予算 124,357 129,772 135,079 140,395 144,979 

 

 

４ 駐車場事業 

 

駐車場事業については、貸館事業と連動するかたちで、事業収入はほぼ前年度並みとなりました。な

お、課題となっている屋外駐車場の昼間利用へのＷＥＢ予約システムの導入や夜間駐車台数の増設につい

ては、引き続き実施に向けて検討を進めます。 

 

【駐車場事業利用料収入の推移】                        （単位：千円） 

事   項 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

利
用
料
収
入 

地下駐車場 25,514 22,801 31,626 32,183 31,462 

屋外駐車場 3,354 5,235 8,881 9,725 9,544 

契約利用 3,346 3,034 3,308 3,777 3,990 

 
合  計 32,214 31,070 43,815 45,685 44,996 

 
当初予算 44,465 24,056 39,590 47,469 49,564 

 

 

 

５ レストラン事業 

 

営業開始から３年目を迎えた「うどんダイニング凛」については、ランチタイム営業の強化策の一環と

して、事業者と連携し、新たな商品開発やサービスの提供に取り組んできたものの、宴会・ケータリング

サービスの受注が減少したことにより、売上は前年度の実績を下回る結果となりました。 

なお、「カフェラウンジ凛」の売上については、ほぼ前年度並みとなっています。 
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【レストラン利用実績の推移】 

事   項 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

利用者数 

（人） 

うどんダイニング凛 - - 16,860 15,296 11,025 

カフェラウンジ凛 15,208 16,225 20,015 19,682 18,918 

合計 15,208 16,225 36,875 34,978 29,943 

売上 

（千円） 

うどんダイニング凛 - - 50,765 70,970 52,734 

カフェラウンジ凛 13,649 19,541 18,288 17,413 17,708 

合計 13,649 19,541 69,053 88,383 70,442 

営業料等 

（千円） 

うどんダイニング凛 - - 7,587 9,484 7,878 

カフェラウンジ凛 2,322 3,194 2,931 2,507 2,505 

合計 2,322 3,194 10,518 11,991 10,383 

※ 利用者数には、宴会・ケータリング利用者の数は含まない 

 

 

 

６ 自主事業等 

 

（１）自主事業 

事業団独自の取組として、昨年度に続き「LaLaマルシェ」を夏・冬に開催するとともに、世界の３大ピ

アノブランドの一つとして知られるべーゼンドルファー製グランドピアノの試弾会や手話教室を開催しま

した。また、京都府社会福祉事業団と連携した「健康づくりセミナー」をはじめ、京都府国際センターと

の共催による「国際交流カフェ」や「多文化交流会」など、他団体との連携事業にも取り組みました。 

全ての事業において、参加者の満足度は高く、府民交流の促進や施設の有効活用だけでなく、「京都テ

ルサ」自体の認知度の向上にも寄与することができたと考えています。 

 

【自主事業の件数と参加者数の推移】 

事 項 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

事業数（事業） 1 1 5 5 5 

参加者数（人） 10 15 1,989 4,541 3,759 

 

【自主事業の実績】                                 

事 業 名  
参加者 事業収支状況（円） 

(人) 収入 支出 内会場費 

「LaLaマルシェ」（夏） 2,000 146,600 424,436 159,940 

「LaLaマルシェ」（冬） 1,573 158,300 491,799 267,960 

健康づくりセミナー 59 0 96,800 96,800 

国際交流カフェ、多文化交流会、国際交流会 94 0 97,416 94,600 

手話教室（入門講座）（１０回）×２クラス 12 60,000 439,220 319,220 

ベーゼンドルファー試弾会 21 56,000 880,950 855,250 

合      計 3,759 420,900 2,430,621 1,793,770 
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（２）緑化事業等 

緑地帯の整備を目的とした府民参加型の緑化事業については、年５回の実施を予定していましたが、雨

天による中止もあり、年４回の実施となりました。また、毎年恒例となっている凌風学園との共同事業に

ついては、８３名の生徒に参加いただく中で植栽を実施しました。 

 

 

７ 施設・設備整備事業 

 

施設・設備の老朽化が進む中、緊急対応を要する案件が急増しており、プール天井構造物の落下事案へ

の緊急対応をはじめ、配管からの漏水への対応、消防設備の修繕など、利用者の安心・安全の確保を目的

とした整備等を着実に進めてまいりました。なお、大規模修繕等については、令和２年度に策定した「京

都府民総合交流プラザ中長期修繕更新計画」に基づき、京都府において、直流電源設備蓄電池＊の更新工

事が実施されています。 

また、令和６年度末に廃止した「京都テルサ保育園」のスペースを活用し、収益の増加につなげていく

ため、当該スペースを会議室に転用するための整備を実施しました。 

＊ 非常時における停電などに対応して、必要最低限の電源を確保するために必要な設備  
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Ⅲ 京都府男女共同参画センター（らら京都）の管理運営 

 

男女共同参画社会の実現に向けて、京都府男女共同参画推進条例に基づく京都府における男女共同参画

施策の推進拠点として、女性・男性のあらゆる悩みに対応するための多様な相談事業や女性活躍支援事業

をはじめ、男女共同参画視点による防災支援事業、市町村・関係団体等との連携推進事業などについて、

京都府をはじめとする関係機関と連携を図りながら実施しました。 

※以下(    )内は令和７年度の実績 

 

１ 相談事業 

 

（１）女性のあらゆる悩みの相談(合計 ２，３０３件) 

自分自身の生き方、夫婦や親子関係、夫や恋人からの暴力、家族や近所の人間関係などについての

「女性相談」(１，３６４件(「女性つながりサポート事業」(８３３件)含む))や働く女性のための「労

働相談」(７４５件。労働条件、人間関係、ハラスメント等）を実施しました。 

また、「女性のためのカウンセリング」(１１６件)を実施し、女性の心理的サポートを行うととも

に、女性弁護士による「女性のための法律相談」(７８件)を実施しました。 

 

（２）男性のあらゆる悩みの相談 

男性の家庭・地域社会での孤独・孤立に陥るリスクに対応するため、男性相談窓口を設置し、男性 

相談員による男性相談(１５６件)を実施しました。また、市町村等の男性相談に関わる担当者等を対 

象に支援のノウハウを学ぶ人材育成講座(３２人、うち男性１４人)を実施しました。  

 

（３）女性の起業・経営に関する相談 

    女性の起業・経営支援のために、中小企業診断士による相談を実施しました。(４２件) 

 

 

２ 女性活躍支援事業 

 

（１）女性の起業支援 

創業希望者に対し、創業に必要な財務・税務等の基本的知識の習得やビジネスプランの作成支援を 

行う、女性のための「らら京都創業スクール」を開催(５日延べ３０時間、受講者２１人)しました。 

  また、京都を起点に活躍する起業家等を迎え、起業家及び起業をめざす女性を対象にノウハウを学 

び交流できる場として「交流サロンＣｏ－Ｃｏ」(１０回開催、参加者延べ６６人)を提供しました。 

起業等をめざす女性を支援するための、インキュベーションルーム(５区画「女性チャレンジオフィ

ス」)を設置(１名入居)し、中小企業診断士による起業・経営相談を実施しました。 

また、らら京都創業スクール受講者、チャレンジオフィスの入居者、卒業生などを対象に、夜間、会 

議室を無料で貸し出しました。(３８件、延べ利用者２８６人) 
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（２）女性の再就職支援 

「京都ジョブパークマザーズジョブカフェ」と連携し、出産や育児等のため仕事を中断した女性への再

就職支援として、パソコン講座等を開催するなど、女性の再就職相談やＤＶ・女性・労働相談につい

て、ワンストップで対応できるよう連携を図りました。また、「京都府ひとり親家庭自立支援セン

ター」とも連携し、「無料弁護士相談」(９４人)、や「ひとり親等自立支援セミナー」(８５人)等を実

施 しました。 

 

（３）地域における女性の支援 

京都テルサにおいて「第３７回ＫＹＯのあけぼのフェスティバル２０２５」が「みんなで備えて安心

～京の未来～」をテーマに開催され、８００人の参加がありました。(講演「災害時における自助・共助

の大切さ」、女性団体活動報告会２団体、ワークショップ７件、バザール２３店舗) 

  地域において主導的な役割を担える女性を育成していくための女性活躍応援塾の参加者を、経営面や 

人脈づくりなど多方面から支援するとともに、塾生等のネットワークづくりや成果発表の場を提供する 

ため「地域女性リーダーシップ育成塾」の企画運営(４回開催、参加者４９人)を行いました。 

 

（４）ＤＶ防止対策事業 

暴力を許さない環境づくり、被害者の早期発見及び二次被害の防止等に向けて、福知山市及び京田辺

市の２会場で「ＤＶ防止啓発講座」（受講者９６人、うち男性２６人）を実施しました。 

また、専門のカウンセラーの援助を受けながら被害者同士が経験や意識を共有することで、ＤＶ

被害からの心身の回復を図り、立ち直りを促すためのグループワーク（延べ参加者１２人）を北部 

  (福知山市）及び南部（京都市内）で実施しました。  

 ＤＶ防止啓発週間（１１月１２日（水）～１１月２５日（火））に際し、らら京都内や京都府立図書  

  館で「ＤＶ防止啓発展示」等を実施し、女性に対するあらゆる暴力の根絶を広く呼びかけました。 

 

（５）その他     

    男女共同参画センターの役割を府民に広く周知するとともに、男性育児を促進するためのイベント

「らら京都 子ども夏まつり」を開催しました。（参加者９１人、うち男性４５人） 

  生涯を通じた女性の健康支援（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）のため、ライフサイクルを通じ

て、女性が男性とは異なる健康上の問題に直面することなどについて理解を深めるため、「女性のライ

フステージと健康を考える」をテーマに講演会を開催（会場参加者９人、うち男性１人、オンライン参

加者 １０人）しました。 

また、３月８日の国際女性デーの取組み「ホワイトリボンラン」に賛同し、「SRHR Japan」と共同で

京都鴨川公園においてランニングイベントを実施しました。(参加者２７人、うち男性９人) 

さらに、３月７日～９日、京都テルサの中庭を国際女性デーのシンボルであるミモザの花の色にちな

んだ黄色にライトアップしました。 
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３ 男女共同参画視点による防災支援事業 

 

災害時における女性相談に対応するため、専門家と連携して傾聴や情報提供を担う「災害時女性相談 

サポーターの養成講座（１２期）を綾部市及び向日市で実施(各２日間。参加者３２人)しました。 

また、京都府総合防災訓練避難所運営訓練において、女性相談サポーターが巡回し、避難所等で困っ

ている方の状況を傾聴するとともに、必要な情報を提供し、専門相談員や本部等につなぐ実地訓練を実

施しました。(参加者５人) 

加えて、災害時において、男女共同参画の視点や性別で異なるニーズへの対応など、誰もが安心して 

過ごせる避難所の設営ができるよう、「きょうとみんなの防災カード」を使った避難所設営体験講座等

を市町村、団体等と連携して実施しました。(３回、延べ参加者３４３人、うち男性１７３人) 

 

 

４ 市町村・関係団体等との連携推進事業など 

 

（１）調査・研究、研修・啓発事業 

   女性のための相談窓口を設置している府内市町村等との情報交換や問題解決の場となる「女性の 

ための相談ネットワーク会議」を設置し、研修会を実施(２回実施、受講者６１人、うち男性４人)し 

ました。 

また、女性相談体制強化の一環として、様々な困難・課題を抱える女性への支援に取り組む民間 

 団体や市町村担当者等を対象に、支援のノウハウを学ぶための研修会を実施(１回、参加者２３人)し

ました。京都ジョブパークマザーズジョブカフェとの連携・協働をより深めるために、相談員等に対

して男女共同参画の視点からの研修会を実施（２回、参加者１２人）しました。 

さらには、男女共同参画に関する広報・啓発のため、らら京都の館長や職員が主催者からの依頼に 

より講師を派遣する「お出かけナビ」(３件、参加者３４３人、うち男性１７３人)や、らら京都に迎

える「お迎えナビ」(１件、参加者４人、うち男性１人)を実施しました。 

  加えて、市町村の担当職員等が地域において、男女共同参画に関する取組を積極的に推進できるよ 

う、必要な知識と実践ノウハウ等を学ぶ研修会を実施するとともに、連携・協力関係を強化していく 

ためのネットワーク会議を開催(１回、参加者２０人、うち男性４人）しました。 

男女共同参画週間（６月２３日～６月２９日）に合わせ、啓発展示や関連図書の展示を実施しまし 

 た。 

 

（２）情報提供事業 

   ホームページによる情報発信(３７，８１９回、累計７７８，８９６回、市町村情報の提供含む。)

や、らら京都ニュースの発行(２回)、メールマガジンによる情報の発信(４１回)、女性起業通信の発行

(５回)、及びＳＮＳによる情報の発信（【Facebook】（９３回）、【Ｘ】(９２回)、【Instagram】（９

３回））を行い開催事業や各種情報をタイムリーに提供しました。 

   また、ＤＶ、生き方、就業、ＮＰＯ等に関する図書や資料をはじめ、都道府県、府内市町村等の行政

資料を継続して男女共同参画センターに配架しました。 
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（３）男女共同参画センター等の利用促進 

登録制度を設け、女性団体・グループ等(登録数７１団体)による、らら京都の利用促進(メールＢＯＸ 

利用１２件)を図りました。また、ワーキングルーム等の管理（ワーキンングルーム４３９件、ミーティ 

ングルーム２６２件、交流コーナー８３２件、合計１，５３３件）や利用促進に努めました。 

  また、関係団体等の実施事業への共催・後援を通じて、当該団体等との連携を深めました。 


